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季刊 事業再生と債権管理 

 

 本誌は、「旬刊金融法務事情」の姉妹誌として、1987 年の創刊以来一貫として債権管

理・回収実務に携わる実務家のための情報誌として、民法・商法・民事執行法・倒産法

抜本改正、民事介入暴力、信用リスク管理、コーポレートガバナンス、債権流動化・証

券化等、リーガルリスクを中心に債権管理・回収に関わる重要テーマを取り上げてきま

した。2003 年 10 月号からは、回収極大化のための重要命題となった「事業再生」によ

り重点をおく、ますます充実した内容に生まれ変わりました。 

 本誌は、弁護士、裁判所をはじめ、金融機関、商社、メーカーの債権管理担当者、大

学など幅広い読者層を持ち、「事業再生」及び「債権管理・回収」実務をリードする総

合実務情報誌として、斯界において他に類のない独自の地位を築いております。 

 いまや事業再生は、日本経済再生に向けた取組みの中心環として国論となり、産業再

生機構に象徴されるように官民挙げて日本国の総力を挙げて取り組まれる一大テーマ

となっております。大手銀行グループによる事業再生専門会社の設立をはじめとして地

銀等地域金融機関においても、このような時代の流れや債権者としての立場からも強く

促され、事業再生専担部署の設立・人員増強等の形で取組みは一段と盛り上がりを見せ

ております。 

 本誌はこれらのニーズに対応するため、事業再生および債権管理・回収実務に携わる

金融機関役職員、弁護士、公認会計士、税理士等の方々に役立つ情報提供を基本方針と

して、法務省立案担当者、金融機関実務担当者、弁護士、税理士、公認会計士、企業再

生請負人などによる法令、通達、判例の解説、事業再生・債権管理回収関連特集、実務

的な論点を多角的に検討する座談会、実務に役立つ連載などを掲載しています。 

 したがって、一般誌のように読み捨てられるものではなく、斯界における唯一の事業

再生・債権管理担当者向けの雑誌として、事業再生・債権管理実務に携わる方々の必読

書として常時座右におかれるため、広告効果が大きいといえます。                                                           

是非とも本誌を広告媒体として使用され、広告効果をあげられることをお勧め致します。 
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「季刊 事業再生と債権管理」 

 

① 季  刊 ： 年４回／５日発行（４月・７月・１０月・１月） 

② 発行部数 ： １２，０００部 

③ 判  型 ： Ｂ５判 １４４ページ目途 

④ 購 読 料 ： 年間９，６００円 （税込１０，０８０円） 

※分売単価２，８００円 （税込２，９４０円） 

⑤ 広告料金  

 

掲載面 スペース 色 料金 (円) サイズ（㎜） 

表４ 

１ページ ４色 ３２０，０００ 214×145 

１ページ ２色 ２７０，０００ 214×145 

１ページ １色 ２５０，０００ 214×145 

表２ 
１ページ １色 ２００，０００ 214×145 

1／2 ページ １色 １２０，０００ 100×145 

表３ 
１ページ １色 １５０，０００ 214×145 

1／2 ページ １色 ８０，０００ 100×145 

※ 料金に消費税は含みません（税別） 

⑥ 原稿締切 ： 発行日１ヶ月前 
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社団法人 金融財政事情研究会 発行 
 

【定期刊行誌】 
 
 
金融・経済人のための専門情報誌 

週刊 「金融財政事情」              1950 年創刊 
金融庁をはじめとした行政官庁、日本銀行、金融機関、商社、一般企業、大学、研究機関な

ど、政財学界・法曹界の幅広い読者層が支持。特に、金融機関のトップをはじめとした首脳・

幹部、すなわち金融界マネジメント層からはとりわけ大きな支持を得ており、頭取、理事長は

もちろんのこと、役員や本部の部長、営業店長の必読誌と位置付けられています。 

 

金融実務関係者必携の法律実務情報誌 

「金融法務事情」 毎月 10 日・25 日発行       1953 年創刊 

金融機関のリーガル部門や融資部門、各本・支店での必備・必読の専門誌として幅広く活用

されております。 

 

登記実務をリードする専門情報誌 

月刊 「登 記 情 報 」              1961 年創刊 
司法書士、土地家屋調査士、弁護士事務所、金融機間、裁判所、大学など幅広い読者層を

もつ、登記実務をリードする専門情報誌です。 

 

債権管理・回収実務に携わる実業家のための情報誌 

季刊 「事業再生と債権管理」           1978 年創刊 

事業再生と信用リスク管理の実務に焦点を絞り、年４回発行しています。債権回収の極大化

と再生ビジネスのノウハウ満載の情報誌です。 

 

クレジット＆ローン総合情報誌 

月刊 「消費者信用 」                 1983 年創刊 
クレジット・ローンビジネス業界や、財務省・金融庁・経済産業省等の行政官庁から、「経営ト

ップから企画スタッフ、新入社員までの必読誌」と位置付けられ、消費者信用にかかわる様々

な分野へと浸透しています。 

 

ファイナンシャル・プランナーのための実務情報誌 

「ＫＩＮＺＡＩ ファイナンシャル・プラン」       1989 年創刊 

ファイナンシャル・プランナー本人や関係する法人・部署をターゲットとする実務情報誌です。 

 


